
1.地域社会の住生活の満足度をより高める。

2.資産家の収益の最大化を計り、資産価値をより高める。

3.従業員の物心両面の幸せをより高める。

1.顧客に感動を与える、より高付加価値サービスの提供。

2.顧客へのさらなる満足の提供の為に、経営者及び従業員一同心を高め常に自らを磨く事に努める。

3.常に感謝の気持ちを忘れず利他の心を持ち続け世の為人の為に誠実に行動する。

経営理念 経営方針（中期経営ビジョン）
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上記の通り所有の不動産の用途、取得時期、売却目的によって特別控除が受けられ、手残りが大きく変わります。上記の通り所有の不動産の用途、取得時期、売却目的によって特別控除が受けられ、手残りが大きく変わります。
売却査定時には、税務署や専門家への確認も忘れずに行いましょう。売却査定時には、税務署や専門家への確認も忘れずに行いましょう。

■ 不動産を売却した時の課税方法

１. 事業所得や給与所得等と分離して課税される
２. 譲渡所得の計算方法

不動産を売却した際の税金について
お世話になっております。ＰＭ事業部の蛭田紀子です。
株式会社シースタイルが２０１７年２月７日に発表した調査によると、 自己居住用以外の
遊休地の利用方法について売却を考えている人は２６.５％いるそうです。 特に５０代以
上の方から売却したいという意向は、 強まっていく傾向です。 不動産を売却する上で相
場や買い手がいるかを調べるのと同時に税金がどのくらいかかるか知る必要があります。
今回は、 不動産を売却した際の税金について説明します。
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■ 保有期間によって税率が変わる
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≪取得費を算出する≫　
　下記の 1)，2) の内いずれか大きい金額
　 1）土地・建物の購入代金 + 取得に要した費用ー ( 建物の減価償却費）
　 2）譲渡収入（売却金額）の 5％

≪譲渡費用を算出する≫
　譲渡費用とは、仲介手数料・登記費用・測量費・解体費など
　譲渡収入ー取得費ー譲渡費用＝譲渡所得

上記、譲渡所得に下記の譲渡所得税が課税されます。

■ 譲渡所得の特別控除について

区分 短期

期間 譲渡した年の1⽉1⽇現在、
所得期間が5年以下

譲渡した年の1⽉1⽇現在、
所得期間が5年超

10年超所得軽減税率の特例

居住⽤ 39.63%
（所得税30.63%、住⺠税 9%）

20.315%
（所得税15.315%、住⺠税 5%）

 ①譲渡所得6,000万円以下の部分 14.21％
 ②譲渡所得6,000万円超の部分20.315％

所有期間

⻑期

※相続、贈与で取得した場合、被相続人や贈与した人の取得時期が引き継がれます。

 ◎土地･建物を売却した際、 特例として特別控除を受けることができる場合があります。

不動産
の

ミニ知識

 平成２８年から新設
 ◎空家の発生を抑制するための特例措置 （３,０００万円の特別控除）

①公共事業などのために土地建物を売った場合 ⇒ 5,000 万円
②マイホーム ( 居住用財産 ) を売った場合 ⇒ 3,000 万円
③特定土地区画整理事業などのために土地を売った場合 ⇒ 2,000 万円
④特定住宅地造成事業などのために土地を売った場合 ⇒ 1,500 万円
⑤平成 21 年及び平成 22 年に取得した国内にある土地を譲渡した場合 ⇒ 1,000 万円
⑥農地保有の合理化などのために土地を売った場合 ⇒ 800 万円

相続時から３年を経過する日の属する年の 12 月 31 日までに、被相続人の居住の用に供していた家屋を相続した相続
人が、耐震リフォームを行う、または、解体後土地を譲渡した場合に、家屋又は土地の譲渡所得から 3,000 万円を特別
控除を受けることができます。

 ◎事業用資産の買い換え特例
買い換えによって発生する譲渡所得の 80％が繰り延べされるものです。
※所得期間、物件によって適用されない場合があるので税理士等専門家にご確認ください。


